
１．継続事業の前提に関する注記
該当なし。

２．重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法

　・建物並びに器具及び備品等・・・定額法。

　　平成１９年３月３１日以前に取得したもの・・・残存価額の１０％とした定額法。

　　耐用年数到来後も使用する場合は、備忘価額（１円）まで償却する。

　　平成１９年４月１日以後に取得したもの・・・残存価額を０円とした定額法。

　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額（１円）を控除した金額に達するまで償却する。

　・リース取引

　　取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(2)引当金の計上基準

　・賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当該年度に帰属する額を計上している。

　・退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。

３．重要な会計方針の変更
該当なし。

４．法人で採用する退職給付制度
・(独)福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度。

・県社協の鹿児島県民間社会福祉施設職員退職共済事業。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式)

(2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式)

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

　当法人の公益事業の拠点区分は１つであるために作成していない。

(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア　法人本部拠点（社会福祉事業）

　　「法人本部」

　イ　慶祥園拠点（社会福祉事業）

　　「軽費老人ホーム慶祥園」

　ウ　嘉祥園拠点（社会福祉事業）

　　「特別養護老人ホーム嘉祥園」

　　「嘉祥園短期入所生活介護」

　　「かしょうえんデイにこにこ」

　　「グループホーム嘉祥園ひなた」

　エ　瑞祥園拠点（社会福祉事業）

　　「瑞祥園通所介護事業所」

　　「瑞祥園訪問介護事業所」

　　「在宅介護支援センター瑞祥園」

　　「ケアプランセンター政典会くらさぽ」

　オ　青葉の里拠点（社会福祉事業）

　　「特別養護老人ホーム青葉の里」

　カ　敷根拠点（社会福祉事業）

　　「小規模多機能ホーム敷根」

　キ　国分舞鶴園拠点（社会福祉事業）

　　「養護老人ホーム国分舞鶴園」

　ク　集 拠点（社会福祉事業）

　　「ケアサポートセンター集」

　　「訪問看護ステーション集」

　ケ　給食センター拠点（公益事業）

　　「政典会給食センター」

　コ　和毘茶毘拠点（公益事業）

　　「有料老人ﾎｰﾑ和毘茶毘」

６．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

８．担保に供している資産

計算書類に対する注記（法人全体用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地[基本] 1,121,429,353 0 0 1,121,429,353

建物[基本] 1,052,503,898 37,325,736 18,662,868 1,071,166,766

定期預金 0 0 0 0

投資有価証券 0 0 0 0

合　計 2,173,933,251 37,325,736 18,662,868 2,192,596,119
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計算書類に対する注記（法人全体用）

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地[基本] 347,745,133円

建物[基本] 511,789,875円

計 859,535,008円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 155,154,000円

計 155,154,000円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１２．関連当事者との取引の内容
該当なし

１３．重要な偶発債務
該当なし

１４．重要な後発事象
該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から振り替えられたものの内訳は
下記のとおりである。

（単位：円）

未収補助金 4,775,400 0 4,775,400

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地[基本] 1,121,429,353 0 1,121,429,353

建物[基本] 2,619,604,635 1,548,437,869 1,071,166,766

土地[その他] 273,669,347 0 273,669,347

建物[その他] 207,990,030 94,331,484 113,658,546

構築物 111,541,707 73,854,295 37,687,412

機械及び装置 201,739,223 176,356,749 25,382,474

車輌および運搬具 74,788,004 68,701,460 6,086,544

工具、器具及び備品 245,258,510 187,297,425 57,961,085

ソフトウェア 13,462,814 8,058,220 5,404,594

合　計 4,885,193,223 2,160,179,420 2,725,013,803

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 199,467,719 0 199,467,719

合　計 204,243,119 0 204,243,119

無形リース資産 15,709,600 3,141,918 12,567,682

債権額

当年度 前年度
支払資金の範囲である前払費用 1,467,948 576,400
1年基準による振替額 0 0

合計（前払費用計上額） 1,467,948 576,400
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